
事業評価シート（令和４年度実施事業） 
 

事業名 
専門研修事業 

（キャリアアップ講座・ミドルリーダー養成講座） 
  
１．事業の整理 （「どのような成果を期待して何をどのように行っているのか」その事業の目的等） 

目的・必要性 
 

教職員一人一人のキャリアステージや職務に応じた資質・能力を育成するた
めに、福岡県教職員育成指標を踏まえた研修を体系的かつ効果的に企画及び
実施する。 
【キャリアアップ講座の目的・必要性】 
教職員一人一人のキャリアに応じた教育実践上の課題解決能力の向上のた

め、職務遂行に必要な専門的知識・技能の習得を図ることを目的とする。 
社会や学校を取り巻く状況の変化に的確に対応できる資質・能力を育成す

るためにも必要性が高い講座である。 
【ミドルリーダー養成講座の目的】 
学校及び地域におけるミドルリーダーとして活躍する人材を育てるため

に、各分野に関する専門的な力量や指導力の向上を図ることを目的とする。 
若年層の教職員の割合が増加している現状を鑑みると、ミドルリーダーを

意図的かつ計画的に育成することは本県の学校における課題の一つと言え
る。 

内容 
(誰がどのように

何をやるのか) 

重点１：連携・協働の強化 
① 教育センターと関係教育機関の役割を明確にした専門研修計画の策定 

と実施［事務局］ 
② 外部講師選定基準規定の検証［事務局］ 
③ 講座数、受講定員の調整［事務局］ 
④ 外部機関連携研修の実施［事務局］ 

重点２：育成指標に基づく講座運営の充実 
 ① 令和２・３・４年度中期的事業運営方針に基づいた総括［事務局］ 
 ② 令和５・６・７・８年度中期的運営方針の検討［事務局］ 
③ 次世代講座プロジェクトチームの運営［事務局］ 

重点３：広報活動の推進 
 ① 講座等における研修やその成果物の PR［講座担当］「事務局」 
 ② 研修成果の還元や復習が可能な研修資料等の提供［講座担当］ 
 ③ 専門研修の広報活動の充実［事務局］ 

 
２－１ 評価指標 （総括的評価を行うに当たり運営基本方針に基づき立てた評価指標） 

方針 具体的方策 達成指標 実績値 

１ 

事
業
の
効
果
的
・
効
率
的
な
運
営
を
実
現
す
る
連
携
・
協

働
の
強
化 

① 教育センターと関係
教育機関の役割を明確に
した専門研修計画の策定
と実施 
② 外部講師選定基準規
定の検証 
③ 講座数、受講定員の
調整 
④ 外部機関実施研修の
検証 

① 研修計画企画及び立案
に係る連絡・調整 
② 受講者アンケート：満
足度 95%以上 
③ キャリアアップ講座の
講座数についての検証 
④ 外部機関実施講座の検
証  
受講者アンケート：満足度
95%以上 

◎ 
① 教育事務所、県立学校と
申込手続き、実践発表者等
についての連絡調整の実施 
② 受講後のアンケート「外
部講師の講義・演習は、自身
のキャリアステージ向上に
適していた。」に 99％以上が
「非常にあてはまる」また
は「あてはまる」と回答 
③ 講座数 85（うちオンデマ
ンドのみの講座 8 講座） 
感染症拡大防止のため集

合研修の定員は最大でも 60
であったが、オンライン講
座の定員を積極的に増員
（申込数対前年比 110．
69%） 
④ 受講後のアンケート「研
修内容が自身のキャリアス
テージに有効なものであっ
た」に 99％以上が「非常に
あてはまる」または「あては
まる」と回答 

 



２－２  評価指標 （総括的評価を行うに当たり運営基本方針に基づき立てた評価指標） 

方針 具体的方策 達成指標 実績値 

２ 

事
業
の
継
続
的
な
質
的
向
上
を
実
現
す
る
運
営
シ
ス
テ
ム 

の
構
築 

 

① 令和２・３・４年度

中期的事業運営方針に基

づいた総括 
② 令和５・６・７・８

年度中期的運営方針の検

討 
③ 次世代講座プロジェ

クトチームの運営 
 

① キャリア向上に対する

達成度 96%以上 
② 編成方針検討会議の実

施（１回） 
 
③ 次世代講座プロジェク

トチームによる ICT 機器

使用の促進、動画視聴講座

のアンケート月１回 
 
 
 

◎ 
① 受講後のアンケート「研

修内容が自身のキャリアス

テージに有効なものであっ

た」に 99％以上が「非常に

あてはまる」または「あては

まる」と回答 
②  センターの機構改革に

より開催時期は例年より遅

れたが、所内各部班の協力

により編成方針会議を１

回、企画内容審議会議を２

回実施 
③ ICT機器の効率的な使用

法について情報共有した。

オンデマンド講座により県

の重点課題研究の報告講座

を部班横断講座として実施 

 
２－３ 評価指標 （総括的評価を行うに当たり運営基本方針に基づき立てた評価指標） 

方針 具体的方策 達成指標 実績値 

３ 

事
業
の
成
果
を
周
知
・
普
及
す
る
広
報
活
動
の
充
実 

① 講座等における事業

や成果物の PR 
② 研修成果の還元や復

習が可能な研修資料等の

提供 
③ 専門研修の広報活動

の充実 
 
 
 
 
 
 

① 講座実施後の実施内容

や成果物の紹介 
② 研修成果の活用に関す

る達成度 92%以上 

③ 管理職研修会、基本研

修の機会を活用した広報

活動 

〇 
① ホームページの「班から

のお知らせ」において講座内

容の紹介及び報告 29 回実施 
② 受講後のアンケート「研

修内容は地域や学校において

活用できる」に 99％以上が

「非常にあてはまる」または

「あてはまる」と回答 
事業の改善・充実に関するア

ンケートの「講座内容を受講

後に周知・活用した」「今後

する予定」合わせて 92.8% 
③ 事業の改善・充実に関す

るアンケートにおける「来年

度のキャリアアップ講座の周

知方法は今年度と同様（ホー

ムページによる講座紹介）で

よい」という回答 92.6% 

 
 
 
 
 
 



３．総括的評価 （評価指標の実績を基に必要性や有効性を総括的に評価） 

方針 方策内容 評価 判断理由 

 
１ 

連携・協働の強化 ４  前年度、関係教育機関と調整会議を行い、１人１台端末

活用を推進するための講座を増設したため、キャリアアッ

プ講座の数は、前年度（令和３年度）80 講座に対して当年

度（令和４年度）85 講座となった。講座数は増加したが、

オンデマンド講座を８講座（前年度は５講座）とすること

で年間の運営に係る負担が増大しないように調整するこ

とができた。定員数に関しては、新型コロナウイルス感染

症拡大防止の観点から、集合研修は２０～４０名の講座が

多かったが、オンライン研修の定員を可能な限り増員し、

受講機会の確保に努めた。 
 受講者アンケートによると、外部講師の講義・演習に関

する受講者の評価は非常に高いことがわかる。 
 外部機関と連携したキャリアアップ講座を９講座実施

することによって、美術作品や文化財を活用した教育活動

の普及、防災教育の推進等に資することができた。 

以上の理由から「妥当」と判断できる。 

 
２ 

育成指標に基づ

く講座運営の充

実 

４ 受講者アンケートの結果から、講座が自身のキャリア向

上に有効であったとする受講者が非常に多く、効果的な研

修が行われたといえる。 
国、県の方針、育成指標、学校の現状、教職員のニーズ

及び前年度の申込状況、実施状況を踏まえた編成方針の

下、各部班における企画案について多角的に検討した上で

講座内容を決定した。講座案内、講座資料、講座のオリエ

ンテーション等において育成指標の周知を推進した。「福

岡県教育センター事業の改善・充実に関するアンケート」

によると、「受講申込みにあたり、どの項目を基にしたか」

という問いに対して「教職員育成指標」と回答した割合が

令和３年度の 25.2%（最多は「講座内容」）に対して、令和

４年度は 28.8%（最多）と増加した。育成指標に関する意

識の高まりがうかがえる。 
以上の理由から「妥当」と判断する。 

 
３ 

広報活動の推進 ３ 講座実施前は講座の内容や外部講師の紹介、講座実施後

は研修報告をセンターのホームページ上で行った。 
受講者アンケート及び事業の改善・充実に関するアンケ

ートの結果から、研修成果の活用についてほとんどの受講

者が意欲的に考えていることがわかる。 
管理職研修会、基本研修において特にアピールしたい講

座について紹介をした。前年度のキャリアアップ講座に関

しては、申込数が定員の５割を下回る講座が複数出たが、

今年度に関しては８割を下回る講座は出なかった。 
以上の理由から「ほぼ妥当」と判断する。 

※［評価］４：妥当 ３：ほぼ妥当 ２：要検討 １：不十分 
 
 
 
 



４．課題・問題点 （以上の自己点検・評価結果から見えてくる課題・問題点） 

方針 方策内容 課題・問題点 

 
１ 

連携・協働の強化  令和５年度教員研修計画で示された対話に基づく受講奨励を踏

まえて、受講者の資質・能力を効果的・効率的に高めるために、本

庁、教育事務所、市町村教育委員会などの関係教育機関との連携強

化を行う必要がある。 
 センターの新体制での研修運営に際して、研修形態や講座数、定

員数の検討が必要である。講座を効果的・効率的に行うためには、

班内だけではなく、部内での連携・協働体制の強化が一層求められ

る。 

 
２ 

育成指標に基づ

く講座運営の充 
実 

 研修内容の質的向上を継続的・発展的に図ることができる運営

システムの構築が必要である。 
 育成指標に基づいた研修の内容や方法を検討し、見直しを図る

とともに、対話に基づく受講奨励を踏まえたキャリアアップ講座

の受講システムを構築する必要がある。 
「令和の日本型学校教育」の実現に向けて、ミドルリーダー養成講

座の一層の充実を図る必要がある。 
 指導主事が企画調整力や指導力、ICT 活用スキルについてさら

なる向上を図り、研修の質的向上を目指す必要がある。 

 
３ 

広報活動の推進  研修成果の活用について意欲的な受講者が多いが、活用する予

定がないと回答した受講者が挙げた理由として最も多かったの

が、「時間や場所がない」であった。さらに活用・還元が容易にで

きる方法・資料を提案・提供することが求められている。 
 「令和５年度福岡県教員研修計画」を踏まえた広報のありかたを

検討する必要がある。 

 
５．令和５年度の改善及び進捗状況 
（課題・問題点に対し、令和５年度の事業に反映させた改善点及びその進捗状況） 

方針 方策内容 改善状況 

 
 １ 

効果的・効率的な 
研修運営を実現 
す る た め の 連 
携・協働の強化 

・キャリアアップ講座については、期首面談における受講奨励を

踏まえ、通常の開講講座に加え、オンデマンド講座を視聴できる

ようにする。さらに、令和６年度の研修プログラム構築に向け、

本庁と協議を進める。 
・ミドルリーダー養成講座については、学校や地域の現状やニー

ズに合わせ、適正な定員数を設定する。 
・研修の質的担保を図り、かつ講座を円滑に実施するため、講座

担当班だけではなく、班が所属する部全体で連携・協働を図り

講座運営を行う。 
・講座数、受講定員及び研修形態については、指導主事の人員体制

に応じた適正なものとなるよう、検討するとともに、効果的な研

修となるよう調整を行う。 
・資料共有や意見集約等に ICT を活用し、会議回数の削減と情報

共有に係る時間の短縮化を図る。 



 
 ２ 

研修の質的向上 
を図り、効果的に 
資質・能力を育成 
することができ 
る運営システム 
の構築 

・「令和の日本型学校教育」を目指した新たな教師の学びの姿を実

現するため、より効果的に資質・能力を育成することができるよ

う、PDCA サイクルを位置付けた事業年間計画を作成し、講座

内容の質的向上を継続的・発展的に図る。 
・改正教育公務員特例法を踏まえて改訂された「福岡県教員育成

指標」に基づき、育成を目指す資質・能力を焦点化した講座を企

画・運営する。 
・キャリアアップ講座については、期首面談における受講奨励を

踏まえた受講申込方法等の仕組みを確立するとともに研修履歴

システムの構築を図ることで、受講者が主体性を発揮して継続

的に学ぶことができる研修を展開する。 
・ミドルリーダー養成講座については、学校において求められる

立場、役割、資質、能力に応じた研修を実施し、教員の指導力の

向上を図る。 
・研修内容に応じて集合型、ライブ配信型、オンデマンド型研修を

適切に組み合わせることで受講者のニーズに応え、且つ効率的

に研修成果を上げる。 
・ICT を活用した効果的・効率的な研修運営を行い、研修の確実

な実施と業務負担の軽減を図る。 

 
３ 

研修成果を周知・

普及する効果的・

効率的な広報活

動の充実 

・他の事業部会と連携し、研修内容及び成果に関する情報発信を

推進する。 
・本庁、教育事務所、校長会等と連携し、研修内容及び研修成果が

明確に伝わるよう、各研修会等での直接的な広報に加え、ホーム

ページや SNS を活用した間接的な広報活動を推進する等、効果

的・計画的に広報活動を行う。 
・追加によるオンデマンド講座の募集に関して、研修会等におけ

る直接的な広報活動を積極的に行い、教職員の研修機会の確保

を推進する。 
・受講者が所属校において研修内容を周知・活用しやすい資料を

積極的に提供し、研修内容の普及を推進する。 

 
             










